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１．はじめに 
 昭和 44 年版小学校学習指導要領から現在に至るまで、小学校社会科の内容編成はほとん
ど変化していない。具体的には学年段階が上がるに従って、市区町村、都道府県、わが国、
そして世界へと、学習対象となる社会が徐々に拡がっていく同心円拡大方式となっている。
この同心円拡大方式は、平成 19 年に発表された新小学校学習指導要領でも踏襲されてい
る。 
 このような内容編成の中で、継続的に全小学校社会科教科書に共通して取り上げられて
いる裁判がある。それはノルマントン号事件を裁いた裁判（以下、この裁判をノルマント
ン号裁判と呼ぶ）である。ここでは、ノルマントン号裁判が教科書にどのように取り上げ
られているかを見ていく。 
 日本における小学校社会科の実態を規定しているものとして、小学校学習指導要領及び
指導要録、社会科教科書があげられる。教科書を分析する際、現在の教科書記述を規定し
ている二つの要因に留意する。 
 第一の要因は、平成元年の学習指導要領の改訂に際し、最も留意された授業時数の削減
に伴う教育内容の厳選である。いわゆる「ゆとり教育」の導入および学校週五日制の導入
により、学習指導要領が改訂されるたびに授業時数は削減され、教育内容の厳選と基礎・
基本の徹底が指導要領改訂のポイントとなった。ノルマントン号裁判が登場する第６学年
の社会科の授業時数は、昭和 52 年版で 105 時間、平成元年版で 105 時間、平成 10 年版で
100 時間と徐々に削減されている。ちなみに、授業時数削減の影響が最も大きかった第３
学年の場合、昭和 52 年版で 105 時間、平成元年版で 105 時間、平成 10 年版で 70 時間であ
った。 
 第二の要因は、平成元年版学習指導要領及び平成３年版指導要録による、いわゆる「新
しい学力観」の導入である。「新しい学力観」とは平成元年版小学校学習指導要領に対応
して改訂された指導要録において、「観点別学習状況」の４観点の順序が変わり、その最
上位が「知識・理解」から「関心・意欲・態度」に変更されたことに端を発している。 
  以下、小学校学習指導要領、教科書の順にノルマントン号裁判」について分析する。 
 
２．小学校学習指導要領におけるノルマントン号裁判 
 以下、小学校学習指導要領でノルマントン号裁判に関わる記述を抜粋してみた。 
昭和52年版小学校学習指導要領・社会〔第６学年〕 
２ 内容  
(2) 大和朝廷が国土を統一してから近代に至るまでの千数百年の歴史は、政治の中心地
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によって飛鳥、奈良、平安、鎌倉、室町、江戸などに分けられていることや、世の中
の様子によっても幾つかの時期に分けられることに気付かせるとともに、歴史上の主
な事象について、人物の働きや代表的な文化遺産を中心に理解させる。  
 オ 開国以後、廃藩置県、四民平等などの明治維新の諸改革、国会の開設、日清・ 
  日露の戦争、条約改正などを経て次第に国力が充実し、第一次世界大戦、第二次世
  界大戦などを経て民主的な国家として今日に至っていることについて、我が国の近
  代化に尽くした人物の働きを中心に理解すること。  
 
平成元年版小学校学習指導要領・社会〔第６学年〕 
２ 内容 
(1) 我が国の歴史は、大和朝廷による国土統一が行われてから、政治の中心地や世の中
の様子などによっていくつかの時期に分けられることに気付き、それぞれの時代の歴
史上の主な事象について、人物の働きや代表的な文化遺産を中心に理解できるように
するとともに、わが国の歴史や先人の働きについて関心を深める。 
 サ 大日本帝国憲法の発布、日清・日露の戦争、条約改正などについて調べて、国力
が次第に充実し、国際的地位が向上したことを理解する。 
 
平成10年版小学校学習指導要領・社会〔第６学年〕 
２ 内容 
(1) 我が国の歴史上の主な事象について、人物の働きや代表的な文化遺産を中心に遺跡
や文化財、資料などを活用して調べ、歴史を学ぶ意味を考えるようにするとともに、
自分たちの生活の歴史的背景、我が国の歴史や前人の働きについて理解と関心を深め
るようにする。 
 キ 大日本帝国憲法の発布、日清・日露の戦争、条約改正、科学の発展などについて
調べ、我が国の国力が充実し国際的地位が向上したことがわかること。 
※下線は筆者による 
       知識・理解に関わる部分  
        関心・意欲・態度などいわゆる「新しい学力観」に関わる部分 
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昭和 52 年版から現行の平成 10 年版の小学校学習指導要領の関係箇所を抜粋したが、こ
こから以下のことが読み取れる。 
  第一に、すべての学習指導要領において、ノルマントン号裁判ではなくノルマントン号
事件を教えることとされている点である。具体的には、明治時代に我が国が「国力が充実」
していった過程として条約改正を位置づけているのであり、治外法権の撤廃という条約改
正の必要性を国民に認知させたのがノルマントン号事件なのである。 
 第二に、学習指導要領レベルでの教育内容の厳選である。第６学年における指導要領の
内容項目は、上記の三つのものすべて、(1)が我が国の歴史に関するものである。しかし、
その内容の小項目数は、昭和 52 年版でアからオまでの５項目、平成元年版でアからシまで
の 12 項目、そして平成 10 年版でアからクまでの８項目と徐なっている。昭和 52 年版から
平成元年版にかけては内容項目が増加し我が国の歴史の移り変わり詳細に見ていこうとす
る傾向が見られる。しかしながら、平成元年版から平成 10 年にかけて、我が国の歴史の移
り変わりではなく、歴史上の主な事象の学習へと変更され、内容項目が大幅に削減された
ことがわかる。これは我が国の歴史の移り変わりという通史的な歴史学習を維持したまま
では、授業時数の削減および教育内容の厳選に対応できなかったからであろう。 
 第三に、「新しい学力観」に基づく内容項目の記述の変化である。昭和 52 年版の内容項
目の記述と見ると、「気付かせる」べき事象、「理解させる」べき事象に関する「知識・
理解」が記されている。これに対して、新たに、「関心を深める」べき事象、「調べ」る
という学習活動も内容として記されている。つまり、「新しい学習観」によって、調べる
という学習活動自身が内容化されたのである。 
 
３．「ノルマントン号事件」に関わる教科書の紙面構成 
 小学校学習指導要領の「内容」は知識・理解にかかわるものと受け取られてきた。その
「内容」に「活用する」、「調べる」、「関心を深める」など、学習活動について記した
「内容の取り扱い」にふさわしい記述が入り込み、学習活動の内容化が目指されていよう。
日本の現行の教科書制度は検定制度が採用されている。小学校学習指導要領はその教科書
検定の基準として活用されている。教科書会社は教育内容の厳選、「新しい学力観」への
対応という二つの要因に即して紙面作りを行うこととなる。そこで、同じ出版社から出さ
れている教科書に即してみてみよう。 
 教科書①は平成元年版小学校学習指導要領に準拠して平成４年に出版されたものであ
る。ただし、その編集作業は数年前から行われているため、教育内容は平成元年版に準拠
しているものの、「新しい学力観」に対する理解が教育界に浸透する前に編集されたため、
旧来の学力観に準拠した最新の教科書となっている。これに対して、教科書②は平成 10
年版に準拠して平成 14 年に出版されたものである。この教科書が編集された時点では、
「新しい学力観」に関する研究も進んでおり、それに対応した教科書となっている。この
二つの教科書の比較を通して、教育内容の厳選、「新しい学力観」への対応という二つの
要因が教科書にどのように具体化されているかを見てみよう1。  
 教科書①から教科書②へという教科書編集の変更点は以下のようにまとめられよう。第
一に、紙面構成における文字と絵・写真・図表等のバランスの大幅な変更である。教科書
①と教科書②では文字と絵・写真・図表等のバランスが逆転していることが分かる。第二
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に、内容中心の本文から学習活動中心の本文への変更である。教科書①では本本の大部分
がノルマントン号裁判の概要、不平等条約の改正に関わる解説となっている。これに対し
て教科書②では、男児と女児がノルマントン号の沈没の様子を示した絵とその解説を資料
として読みこなし、そこから子どもたちが独力で学習問題を作り出す活動の様子が本文と
なっている。 
 教科書①から教科書②への変更は、文字中心の解説理解型教科書から絵画、写真など中
心の資料活用型教科書への変更といえる。その背景には、授業時数の削減によるページ数
の削減、いわゆる「新しい学力観」に基づく学習活動の内容化、学習活動の紙面化がある
といえよう。 
 
４．「ノルマントン号事件」に関する教科書記述の分析 
 小学校学習指導要領では、一貫して、「ノルマントン号事件」は江戸幕府が欧米列強と
結んだ不平等条約撤廃を国民が強く望むようになるきっかけとして位置づけられている。
しかし、そもそも不平等条約の「不平等」とは一体どのようなものであろうか。教科書①
では、「治外法権を認めている」、「関税自主権がない」という二点が挙げられているが、
外国で生活する日本人に対しても治外法権が認められていれば、日本からの輸出品に対し
て外国政府が関税を自由にかけることができないのであれば、「不平等」とはいうまい。 
 また、教科書①では「しかし、イギリス人の船長は、軽いばつを受けただけでした。」
と、教科書②では挿絵の解説に「そして、イギリス人の船長は、イギリスの裁判で、軽い
ばつを受けただけでした。」とある。この記述は、日本でおこった事件なのにイギリスの
裁判を受けるのはおかしい、といっているのか、軽いばつうけただけなのがおかしい、と
いっているのか、それとも、イギリスの裁判だったから、本来であればもっと重い罪にな
って当然なのに軽いばつにしかならなかったからおかしい、といっているのかわからない。
教科書①・②ともに、日本国民の視点から見れば、ノルマントン号裁判の結果が公正なも
のとは思えなかったこと、それ故に日本国民が条約改正の必要性を認識したことは記述さ
れている。しかし、ノルマントン号裁判がそもそも不平等条約故に公正に行われなかった
のかどうか、なぜ、江戸幕府が締結した不平等条約がこの時期まで改正されないままであ
ったのか、教科書①・②ともに不明確なのである。 
  教科書①、②から以下の二点を指摘できる。第一に、小学校社会科では、ノルマントン
号事件は条約改正の契機となったという意義を持つ歴史上の主な事象として扱われている
ことである。第二に、ノルマントン号事件は子どもが条約改正に対して関心を深め、調べ
るための教材として扱われている点である。 
 それ故に以下のような問題点も指摘できる。第一に、不平等条約と不当判決の区別がで
きにくいという点である。ノルマントン号事件に関する教科書記述を子どもが読んだ場合、
「イギリス人の船長は軽い罰を受けただけなのはおかしい」、「亡くなった方の遺族に対
して賠償金が支払われないのはおかしい」、という感想を持ち、「日本が裁判を行えばも
っと重い罰になり賠償金を支払えという判決が出るはずなのに」、「こんな不当判決が出
たのはイギリス側が裁判を行ったからだ」、と短絡的に結論を出すおそれがある。第二に、
当時の社会的背景について十分に説明できないという点である。「日本政府が不平等条約
の改正を求めてイギリスと交渉してきたが、イギリスがそれを認めなかったのはおかし
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い」、「イギリスや欧米諸国が自国や自国民に有利な判決を出すため、不平等条約の改正
を拒否してきたのではないか」とも思いかねない。 
  ここで、教科書①と同じく平成４年に他の出版社から出された二冊の教科書記述を紹介
する2。 
教科書③ 
ノルマントン号事件  
 1886年（明治19年）10月、神戸港へ向かうイギリスの汽船ノルマントン号が、紀伊半島
の沖で、暗礁にぶつかって沈没しました。船長は、西洋人の船員26人を、すべてボートで
助けました。しかし、日本人の乗客25人とインド人などの乗務員は見すてられ、みんなお
ぼれ死んでしまいました。 
 これに対し、日本にいるイギリスの領事は、船長に罪はないとしました。国民はこの判
決にいかりの声をあげ、これにおされて政府も、船長を殺人罪でうったえました。しかし
、裁判の結果は、船長が三ヶ月の禁固刑になっただけでした。この事件で、なっとくのい
かない裁判がおこなわれたのは、江戸幕府の結んだ不平等な条約がつづいているためでし
た。 
 ノルマントン号事件をきっかけとして、国民のあいだに、議会を開けという要求ととも
に、不平等な条約を早く対等の条約に改正することを求める声が大きくなりました。 
 
教科書④ 
条約改正 
 1886（明治19）年、和歌山県の沖で、イギリスの貨物船ノルマントン号がちんぼつする
という事件が起こりました。 
 このとき、イギリス人の乗務員は全員救助されましたが、日本人の乗客は、一人も助け
られず水死しました。ところが、この事件に対する裁判では、イギリス人の船長は、軽い
罪ですみ、なくなった人へのばいしょう金も支払われませんでした。 
 どうしてこのような裁判がおこなわれたのでしょう。これは、明治になってからも、江
戸時代の終わりに結ばれた不平等な条約が続いており、裁判はイギリスの領事によって行
われたからです。 
 明治の初めから、政府は、この条約をなんどか改めたいと、欧米の国々にうったえてき
ました。しかし、「日本はまだ法律が整っていない。」となかなか相手にされませんでし
た。政府も国民もこの事件をきっかけに、不平等な条約を一日も早く改めなければならな
いと、さらに努力を重ねました。 
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 教科書③ではノルマントン号裁判の経緯が示されている。この経緯をみると、不平等条
約の下で日本は何ができるのか、外国人が犯した犯罪はどのような手順で裁かれることに
なるのかが、簡単ではあるが説明されている。教科書④では江戸幕府が締結した不平等条
約が明治時代になっても改正されないままであった理由について、イギリスの立場からの
説明がなされている。つまり、当時の日本では欧米諸国と比べると、裁判を行うに必要な
法律（刑法、刑事訴訟法等）が整備されていなかったということであろう3。 
  近年の社会科教科書は取り上げる事象に関する説明が不足している。言い換えるならば、
事象に対する説明を掲載するスペースが圧迫・圧縮されている。そこには教育内容の厳選
教科書レベルでは頁数の削減、つまり一つの事象に対して説明するスペースが削減されて
しまったことがあげられる。また、学習活動の内容化、学習活動の紙面化により、社会事
象の説明に活用できる教科書のスペースが更に圧迫されていることも、その背景の一つで
ある。 
 教育内容の厳選、「新しい学力観」への対応それ自身が、事象に対する説明不足を招い
ているのではない。それらの副産物である教科書頁数の圧縮、学習活動の紙面化が大きな
原因となっている。言い換えるならば、教科書頁数を増大させれば、このような状態から
脱却することは可能なのである。 
 
５．おわりに 
 教育内容の厳選、「新しい学力観」への対応という二つの要因に規定されている近年の
社会科教科書は、文字中心の解説理解型教科書から絵画、写真など中心の資料活用型教科
書へと変化している。このような変化は、教師と子どもに社会科授業で行うことが可能な
授業展開および学習活動を示唆してくれる。しかしその一方で、事象に対する解説は減少
することになる。教科書から解説が減少しようとも、教科書からそれらに関する説明が消
えてしまわなければ問題はない。教師自身が教科書を読みこなし、そこから授業展開およ
び学習活動を読み取り、さらに事象に対する説明で欠落している部分を自らが関心を深め
調べる教材研究ができれば何ら問題は無かろう。近年の教科書こそ、それを読みこなし活
用する教師の授業構成能力、教科書記述を読みこなし足りない部分、視点を補う教材研究
能力が必要とされていよう。 
 
                             
【注】 
1 教科書①は『新しい社会 ６年上』（東京書籍、平成４年）、教科書②は『新しい社 会 
６年上（東京書籍、平成 14 年）ともに東京書籍から出版されたものである。その他にも平
成 11 年、平成 17 年にも同社から小学校社会科教科書は出版されている。しかしながら、
これらの教科書は単元の最初の頁でノルマントン号裁判があつかわれていないため、条件
をそろえることを優先し比較対象から外した。 
2 教科書③は『小学生の社会科 ６上 日本の歩み』（中教出版,平成４年）、教科書④ は
『社会 六上』（光村図書，平成４年）である。 
3 このような視点から授業開発を行ったものとして以下の授業を上げることができる。 
 大澤昌宏「近代化って何？」千葉大学教育学部・附属連携研究社会科部編『社会が見え 
てくる“法”教材の開発』明治図書、2008 年、pp.72-83 
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